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平成平成平成平成２９２９２９２９年度年度年度年度    国立大学法人岩手大学国立大学法人岩手大学国立大学法人岩手大学国立大学法人岩手大学    年度計画年度計画年度計画年度計画 

 

ⅠⅠⅠⅠ    大学の教育研究等の質の向上に関する目標を達成するためにとるべき措置大学の教育研究等の質の向上に関する目標を達成するためにとるべき措置大学の教育研究等の質の向上に関する目標を達成するためにとるべき措置大学の教育研究等の質の向上に関する目標を達成するためにとるべき措置 

 １１１１    教育に関する目標を達成するための措置教育に関する目標を達成するための措置教育に関する目標を達成するための措置教育に関する目標を達成するための措置 

 （１）教育内容及び教育の成果等に関する目標を達成するための措置（１）教育内容及び教育の成果等に関する目標を達成するための措置（１）教育内容及び教育の成果等に関する目標を達成するための措置（１）教育内容及び教育の成果等に関する目標を達成するための措置 

【１】課題解決能力の育成を重視し、学生の主体的学修を促す教育の質的転換を推進する。そのため、

課題解決型（PBL 型）授業等の学生の深い学びを促すアクティブ・ラーニングの拡充を進め、国

際通用性の高い GPA 制度、ナンバリング、学生が自身の学修状況を確認できるシステム等を導入

して学修達成度を可視化できる体制を整備する。さらに、学生に関する情報を一元化するシステ

ムを構築することにより、データに基づいた教育改善を行える体制も整える。この教育改革の成

果は、学位授与方針の達成状況についての学生自身による自己評価及び単位取得状況等の調査に

よって検証し、学位授与方針の達成度（学修達成度）を向上させる。 

 

・【1-1】前年度に導入したＧＰＡ制度の運用状況の課題を整理し、必要な改善を行う。また、４学部及

び教養教育科目のナンバリングを実施し、その整合性を確認してシラバスへの掲載を進める。さ

らに、本格的な４ターム制に向けた検討を開始するにあたり、昨年度から柔軟化した学事暦を運

用して４ターム制で実施している科目の履修状況について検証を行い、他大学の先行事例の調査

等も実施する。 

・【1-2】「達成度自己評価システム」を本格的に稼働させ、同システムから得られる学生の自己評価等

のデータから、学生の学修状況について主体的な学修が増えているかなどを専門委員会で確認し、

その結果を教育推進機構会議に報告して情報を共有する。 

  

【２】グローカル（グローバル×ローカル）な視点で復興に尽力する岩手大学で学ぶ学生としてのア

イデンティティを涵養するために、「地域」を軸として教養教育と専門教育との連携を強め、自

校教育科目を含む地域に関連した科目を拡充する。学修成果をあげるために、すべての学生が、

卒業までに教養教育及び専門教育において地域関連等科目を３科目以上履修するカリキュラムを

実現する。 

 

・【2-1】地域に関連した科目の開講状況及び学生の履修状況を調査し、次年度以降の検証・改善に備え

て地域に関するカリキュラムの実施状況を確認する。 

 

【３】岩手県における教員養成の拠点機能を果たすため、教員養成教育の内容・方法の持続的な点検

と改善を実施するとともに、教職支援室を設置し、きめ細かい個別指導により教育学部卒業生の

岩手県における新規採用小学校教員の占有率について、第３期中期目標期間中に 50％を確保する。 

 

・【3-1】平成 28 年度に策定した教職支援実施計画に沿って、教職支援室が中心となり、教育学部学生を

対象とした教職支援を行う。 

 

【４】ミッション再定義に示した時代や社会が要請する人材像に対応した大学院教育の充実に向け、

文理融合・分野横断型の地域創生に関する教育の導入、産官学協働による地域インターンシップ

や問題解決型学習（PBL）の導入、研究適応力・国際情報発信力の醸成、海外大学との共同学位プ

ログラムや海外インターンシップ制度の開発・実施を行う。これらにより、地域に関する学術研

究の実施、高度専門職業人として岩手をはじめとする東北ブロックへの就職、外国人留学生の大

学院課程学位取得者数の増加、大学院課程在学・修了者の海外留学者数の増加等の学修成果をあ

げる。 

 

・【4-1】平成 28 年度における検討を踏まえ、地域課題を世界の共通課題として認識・展開できる人材育

成を目指し、総合科学研究科において、文理融合・分野横断型の教育を導入する。さらに、地域

創生専攻においては産官学協働による地域インターンシップや問題解決型学習（ＰＢＬ）、海外

インターンシップの導入等、従来の修士課程教育からの質的転換を図った教育を実施する。 

・【4-2】博士課程における大学院教育の充実に向け、研究適応力・国際情報発信力を醸成する方策を検

討する。また、海外大学との共同学位プログラムの導入に向けて調査・検討を開始し、次年度計

画に反映させる。 
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【５】教職大学院の修了者の教員就職率 90％を確保するために、実務家教員と研究者教員が連携協力

し、個人面談や悩み相談等の個別指導や模擬面接・実技指導等を充実する。 

 

・【5-1】教員就職率 90％以上を実現するため、面談等の個人指導を行いながら、前年度の成果を踏まえ

て、教員採用試験の一次試験対策として模擬テストの実施や論文の添削指導、同じく二次試験対

策として模擬授業や面接（個人・集団）の練習を実施する。 

 

【６】地域の知の拠点として、地域の教育機関と連携して相互の教育効果を高め、県内高校の大学進

学率の向上、岩手大学への関心や進学意欲（志願者数）の増進を目指すために、高大連携事業を

積極的に実施する。具体的には、岩手県教育委員会といわて高等教育コンソーシアムが連携して

実施する高大連携ウインターセッションにおいて、グローバルトピックの講座を新設するなど、

大学の教育資源を活用した高校生向け講座を拡充する。また高校での課題研究等を組織的に支援

するなど、SSH（スーパーサイエンスハイスクール）との連携を強化し、高校生が大学生活を体験

するアカデミックインターンシップも拡充する。これらの取組により、第２期中期目標期間中よ

りも事業数や連携高校数、参加高校生数を増やす。 

 

・【6-1】岩手県教育委員会といわて高等教育コンソーシアムが連携して実施する高大連携ウインターセ

ッションにおけるグローバルトピックの講座の実施・検証を行う。また、地域の自治体、企業等

と連携して、地域の高校生及び日本人学生等によるグローバルな視点から見た地域課題をテーマ

としたグループワーク等を実施する。 

・【6-2】平成 28 年度設置の理工学部附属教育研究基盤センターの高大連携・接続に関連した部門を中心

に、岩手県教育委員会と定期的に意見交換ができる場を年２回程度設定する。また、ＳＳＨやア

カデミックインターンシップ実施校に対してアンケートを行い、実施効果の評価と改善のための

検討を行う。さらに、高大接続に向けた取組について、高校関係者を交えた形で意見交換を行い、

具体案を策定する。 

 

【７】社会人が学びやすい環境と機能を強化するために、大学院における土日夜間開講、１年制コー

スの設置、勤務先企業等での研究実施の奨励等を実施する。これにより第２期中期目標期間中よ

りも社会人院生を増やす。 

 

・【7-1】前年度の検討結果を踏まえ、総合科学研究科共通科目の一部の科目において、一般聴講可能な

夜間授業を試行する。また、地域創生専攻の一部の科目における社会人向け講座との共同開講実

施の可能性等、社会人のニーズを反映した教育プログラムを引き続き検討し、教育プログラム設

計につなげる。 

 

 （２）教育の実施体制等に関する目標を達成するための措置（２）教育の実施体制等に関する目標を達成するための措置（２）教育の実施体制等に関する目標を達成するための措置（２）教育の実施体制等に関する目標を達成するための措置    

【８】地域の課題解決に率先して取り組む人材の育成体制を整備するために、教養教育センター（教

養教育）、各学部（専門教育）及び教育研究施設等の連携を強化する。これにより地域や学内組

織と連携した授業科目（地域課題演習）の実施、地域を軸に教養教育と専門教育とを連携させた

教育を実施する。また、教育学部において学生の実践的な指導力の育成・強化を図るため、新た

な教員の選考基準を定め、第３期中期目標期間末までに学校現場での実務経験のある大学教員の

比率 40％を確保する。 

    

・【8-1】ＰＢＬ型の授業科目として、地域（自治体・企業等）や学内組織と連携した「地域課題演習」

を開講する。 

・【8-2】平成 28 年度に定めた採用選考基準に基づき、実務経験を重視した採用人事を実施する。 

 

【９】問題解決能力形成の基礎となる学生の主体的学修を促進するための教室やラーニングコモンズ

等の教学環境の改善、退職教員や大学院生による学修支援体制の構築、学生の学修状況や成果等

の調査・分析を組織的に実施する教学 IR 体制の強化、等を推進する。これにより、学士課程を中

心に、学生の授業時間以外の過ごし方として、学修に使う時間を第２期中期目標期間に比べて増

やす。 

 

・【9-1】授業時間以外に学生が自由に使用できるように開放した講義室を平成 27 年度比で 10％以上増
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やす。 

・【9-2】大学院生による学部学生への学修支援体制を構築するため、研究科の共通科目として「学修支

援論」を開講する。 

・【9-3】学修支援体制の整備に関する専門委員会において教学ＩＲシステムから得られたデータに基づ

く学生への学修支援方策について検討し、次年度からの実施に備える。 

 

【１０】教員の教育力を高めるために、若手教員には新任教員向け研修プログラムを受ける機会を提

供し、また多様な学生に対応できるように、全教員に向けて多様な研修の機会を用意する。同時

に、教員の研修参加を促進するために、これらの研修への参加を教員評価等に適切に反映させる

具体的な仕組みを構築する。 

 

・【10-1】前年度に引き続き、参加研修機会（メニュー）を拡充し、研修受講を支援・促進するとともに、

必要な研修を確実に受講できる仕組みを整える。 

・【10-2】研修、研修プログラムへの参加等を教員評価等に効果的に反映させるための具体的な仕組みに

ついて、引き続き他大学等の調査を行い、具体的な検討を進めて素案を作成する。 

 

【１１】教養教育を充実させるために、教養教育の授業担当体制を見直し、教養教育の担当を教員評

価等に適切に反映させることにより、教養教育を担当する教員数を全学的に増やし、学生の満足

度が高く、履修人数 200 人以下の規模で、科目選択の幅が十分にある、教養教育科目を安定的に

提供する。 

 

・【11-1】教養教育センターにおいて、過去の経緯及び現在の教養教育の授業担当状況を整理した上で、

今後の教養教育の授業担当ルールについて検討し、素案を作成する。 

・【11-2】クラスサイズの適正化の観点から、履修人数の多い科目への対応方法を検討し、次年度からの

実施に備える。 

 

【１２】地域創生に寄与する人材の育成に向けて、いわて高等教育コンソーシアムを核とした地域の

大学との連携を強化する。具体的には、共同教育プログラムである「地域リーダー育成プログラ

ム」のコア科目に地域創生に関連する科目を新たに加えるなどして、共同教育プログラムをさら

に充実させ、履修者、認定証授与者（「コア科目履修証」及び「地域を担う中核的人材認定証」）

を毎年輩出する。 

 

・【12-1】いわて高等教育コンソーシアムの教育協力体制に基づき、地域リーダー育成プログラムの運用

を継続し、沿岸北部での高校生向けの大学に関する合同説明会を実施するなどの事業を推進する。 

 

【１３】専門領域や地域特性等、相互の強みや特色を活かして、北東北国立３大学（弘前大学、秋田

大学、岩手大学）間を中心とした大学間連携を第２期中期目標期間に継続して推進する。具体的

には、国際化推進に関する新たな連携の強化として、大学間の相互乗り入れ等により国際教育プ

ログラムの数を増加させる。また、岩手県内外の大学と連携した教員研修での大学間連携体制の

強化に取り組み、教員の研修機会（参加教員数）を拡充する。 

 

・【13-1】北東北国立３大学間を中心とした大学間協働による国際教育プログラムを実施する。また、国

際教育プログラムの３大学間の乗り入れについて効果の検証を行い、次年度以降の拡充に向けて

検討する。 

・【13-2】他大学で開講されている新任教員研修プログラムに教員を派遣するほか、岩手医科大学で開発

している教員研修プログラムに参画する。 

 

    （３）学生への支援に関する目標を達成するための措置（３）学生への支援に関する目標を達成するための措置（３）学生への支援に関する目標を達成するための措置（３）学生への支援に関する目標を達成するための措置    

【１４】多様なニーズを抱える学生への学修支援体制を強化するために、第２期に設置された学修支

援室における学修支援スタッフの増員、同様に第２期に設置された学生特別支援室における相談

・カウンセリング機会の拡充等の整備を行う。また、これまで留学生に個別に支援を行ってきた

チューター制度に加え、来日時のサポート、日本語学習支援、生活支援など支援内容等に応じた

サポートチームによる支援体制を整備し、よりきめ細かな支援を行う。これらの取組により、多

様な学生の受け入れを可能にし、また成績不振を主な理由とする退学者を減らす。 
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・【14-1】学生特別支援室による学生のコミュニケーションスキルに関する教育活動の強化を図る。また、

担任及び科目担当教員へ対応マニュアルの周知を図る。 

・【14-2】本学の留学生を対象としたこれまでのチューター制度について検証を行い、成果と課題を確認

する。さらに、その成果も踏まえながら、留学生来日時のサポート、日本語学習支援、生活支援

等、支援内容に応じたサポートチームを充実させ、サポーターに対する研修等の機会も設ける。 

 

【１５】正課外における学生の主体的な活動を支援するため、サークル活動、学内の環境マネジメン

ト、男女共同参画推進等の委員会活動等に対する支援を行う。また、学生が協働して行う独創的

なプロジェクトに対して経費を支援する「Let's びぎんプロジェクト」や、学生が地域の企業と

協働して事業に取り組む「学内カンパニー」事業も、第２期中期目標期間と同様に継続的に支援

する。この他、地域貢献や被災地支援、次世代育成支援等のボランティア活動に取り組む学生に

対して、必要な指導と支援を行い、大学が規定する基準を満たした学生は単位を取得できる制度

をさらに充実させる。これらの学生支援策によって、在学中にサークル活動、委員会活動、ボラ

ンティア活動等の課外活動に参加したことがある学生数を増加させる。 

 

・【15-1】Let's びぎんプロジェクトにおいて地域貢献事業を推進し、COC 事業の一環として採択したも

のについては、成果検証のための指標を設定する。また、「学内カンパニー」事業の実績総括を

踏まえ、事業のさらなる展開を支援するための組織である起業家支援室の機能を強化し、COC 推

進室との連携等により、学生の活動支援体制の強化と地域と連携した学内カンパニーの公募を行

い、企業的活動等への参加学生数の増加を図る。さらに、地域貢献活動に力点をシフトしたかた

ちでの模擬裁判を試行的に実施し、課外科目としての単位化を行うことで参加する学生数の拡大

・確保を図る。 

・【15-2】男女共同参画社会実現や次世代育成支援に必要な意識と実践力をもつ人材育成に向けて、男女

共同参画推進学生委員及び次世代育成サポーターによる新入生へのピアサポートの仕組みの検討

を男女共同参画推進室教育学生部会が中心となって進め、年度内に試行する。また、これら活動

に関わる学生を支援するためのフォローアップ講座等を下半期に実施する。 

・【15-3】新たな岩手大学の環境マネジメントシステム運営の展開を図ることを目的として、平成 29 年

度中にエコアクション 21を認証取得する。このほか、環境マネジメント推進室が中心となり、環

境マネジメント学生委員会の自主的な活動と地域・国際貢献に向けた環境人材育成プログラム学

外実習を支援する。 

 

【１６】新たに設置する多言語多文化交流空間（Iwate University Global Village)の一部を活用し、

国際交流に関心のある学生と留学生が共同して行う課外活動を支援する。この活動には留学、研

修等の海外プログラム経験学生及び交換留学生の両者総数の４割以上に参加してもらい、本学の

学生が学内にいながら海外の幅広い情報に接触する機会を提供する。 

 

・【16-1】国際交流に関心のある学生と留学生が共同してイベントを実施するなどの交流の促進や、多言

語使用機会の提供を行う。また、学生を Iwate University Global Village の企画に参画させる

などして、学生スタッフの育成を行う。 

 

【１７】東日本大震災による被災の影響も含め、経済的に困難な学生が修学を断念することなく安心

して学べるよう、授業料減免や奨学金等の教育費負担軽減支援を行う。また、学内業務に従事す

る学生にその対価を支払う本学独自の「がんちゃんアシスタント」制度を継続する。これにより、

退学理由のうち、経済的理由による比率を第２期中期目標期間終了時以下にとどめる。 

 

・【17-1】東日本大震災被災学生を含む経済的に困難な学生を支援するため、入学料・授業料・学生寮寄

宿料・検定料の減免措置及び奨学金給付を実施する。また、成績優秀者への授業料免除を実施す

る。さらに、各部局へ「がんちゃんアシスタント」制度の周知を図り、取組を推進する。 

・【17-2】留学生及び海外留学希望者に対して、「イーハトーヴ基金」を活用した学修経費支援を行う。

併せて、この事業が学生のニーズに適合して行われているかを検証する。また、「トビタテ！留

学 JAPAN」等の奨学金獲得支援を継続し、さらに、「がんちゃんアシスタント」制度等を活用し

学修経費を支援する。 

 

【１８】就職率の高水準安定のために、入学直後のオリエンテーションを活用したキャリア形成支援

や入学後２年目までの学生（修士学生は１年目）を対象としたキャリアカウンセリングの実施に
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よってキャリアに対する早期の意識づけを行う機会を設定する等、学生の主体的なキャリア形成

を促進するための取組を行う。取組の検証は、就職率の状況のみならず、毎年度実施する学生へ

のキャリア形成支援に関する満足度調査により行い、第３期中期目標期間初年度の調査結果を基

準とし、最終年度の満足度はこれを上回っていることを判断基準とする。 

 

・【18-1】前年度の実施結果の検証を踏まえ、学生の主体的な就職・進学を促進するために、入学直後の

オリエンテーションでの説明や学部及び大学院の新入生と学部２年生を対象としたキャリアカウ

ンセリング等を行うことで、早期に主体的なキャリア形成への意識付けを行い、その効果をキャ

リア形成支援に関する満足度調査により検証する。 

 

【１９】いわて協創人材の育成を目標とした COC 事業及びふるさといわて創造を目標とした COC+事業

にも関わらせ、学生の岩手県内就業定着を促進するために、就職支援団体・自治体・企業等と連

携したキャリア形成支援を行う。これにより岩手県内への就職率を向上させる。 

 

・【19-1】岩手県内への就職率を向上させるために、前年度の事業結果の検証を踏まえながら、就職支援

団体・自治体・企業等と連携したキャリア形成支援を実施する。 

 

    （４）入学者選抜に関する目標を達成するための措置（４）入学者選抜に関する目標を達成するための措置（４）入学者選抜に関する目標を達成するための措置（４）入学者選抜に関する目標を達成するための措置    

【２０】高等学校教育や大学教育の質的転換を踏まえ、本学が求める入学者の能力及びその判断基準

の方法について検討を進め、その結果を踏まえてアドミッション･ポリシーを明確化する。また、

アドミッション・オフィスの設置検討も含む入学者選抜実施体制を整備していく。これらのこと

により、アドミッション・ポリシーに適合する質の高い入学者の確保を安定的に行う入学者受入

れを実施する。 

 

・【20-1】明確化したアドミッション・ポリシーに基づく入試を実施しつつ、必要に応じて、平成 31 年

度以降の入試方法を見直す。また、入試センター、各学部及び広報室の連携により、効果的な入

試広報のあり方に係る検討を行い、次年度の改善に反映する。 

・【20-2】入学者選抜実施体制の整備に係る検討を継続する。また、教育推進機構において整備を進めて

いる教学ＩＲシステムを活用した、追跡データに基づく入試内容･方法の妥当性検証に係る検討を

開始する。 

 

【２１】平成 32年度から予定される「大学入学希望者学力評価テスト（仮称）」の主旨を踏まえ、学

部共通試験の導入等学力試験のあり方についての検討を進める。また、志願者の大学学修適応力

を多面的・総合的に評価する総合問題や志望分野への適性試験の導入、地域性や地域貢献への意

欲等を考慮する入学試験のあり方についても検討し、実施する。 

 

・【21-1】「大学入学希望者学力評価テスト（仮称）」の実施方針や事前プレテストの内容・状況等に基

づき、利用方法についての検討を行い、素案を得る。また、個別学力試験のあり方について具体

的な検討を行い、次年度の方針決定に反映する。 

・【21-2】理工学部において、ＡＯ入試Ⅰ（地域創生特別プログラム）及びＡＯ入試Ⅱ（先端理工学特別

プログラム）を引き続き実施しつつ、平成 29年度入試の実施結果に係る検証を行う。また、全国

的な入試改革の情報収集と、志願者の大学学修適応力を多面的・総合的に評価する試験のあり方

（総合問題や志望分野への適性試験、地域性や地域貢献への意欲等を考慮する入学試験等）に係

る検討を継続し、次年度の計画に反映する。 

 

【２２】多様な学生や人材が本学大学院を志願することができるように、本大学院が求める資質を多

面的に見い出す大学院入試の制度や方法の開発を進め、実施する。これにあたっては、アドミッ

ション・ポリシーを明確化した上で、日本のみならず世界の様々な国や地域から受験が可能な入

試の開発、従来型一般入試の改善、推薦入試の工夫等、選抜目的を最大限達成するための検討と

改革を行う。これらのことにより、外国人や社会人を含めた入学者を安定的に確保する入試制度

を構築し実施する。 

 

・【22-1】明確化したアドミッション・ポリシーに基づく入試を実施するために、アドミッション・ポリ

シーの見直しを行う。また、既実施分に係る検証・見直しを行い、さらに、外国人や社会人を含

めた多様な入学者を確保するための入試制度に係る調査・検討を継続し、効果が期待される取組



 - 6 -

については順次実施する。 

 

２２２２    研究に関する目標を達成するための措置研究に関する目標を達成するための措置研究に関する目標を達成するための措置研究に関する目標を達成するための措置 

（１）研究水準及び研究の成果等に関する目標を達成するための措置（１）研究水準及び研究の成果等に関する目標を達成するための措置（１）研究水準及び研究の成果等に関する目標を達成するための措置（１）研究水準及び研究の成果等に関する目標を達成するための措置    

【２３】平成 28～30 年度は、ミッションの再定義等で明らかにした岩手大学の強み・特色となる研究

について応用展開を進め、重点的に推進すべき研究領域の選定とさらなる高度化を実現する。ま

た、科学技術イノベーション創出の源泉となる創造的基盤研究や異分野融合研究、地域創生を目

指した応用研究課題を選定し、実施する。これらの成果等を踏まえ、平成 31～33 年度においては、

岩手大学の強み・特色となる新たな学術研究・創造的イノベーションの発展に結びつく研究を展

開する。これらの取組により、第３期中期目標期間終了までに、科学研究費助成事業の採択率、

産学官連携による共同研究・受託研究の件数について、平成 27 年度を基準としてそれぞれ５％増

加を実現する。 

 

・【23-1】平成 29 年度概算要求において重点研究拠点としてプロジェクト要求を行った次世代農業イノ

ベーション基盤・応用研究拠点プロジェクトについて、さらなる体制整備を行う。また、平成 28

年度に引き続き、学内支援経費を活用し、岩手大学の強み・特色となる研究、イノベーション創

出のための基盤研究、異分野融合研究、地域創生を目指した応用研究課題を選定し、研究経費の

支援を行う。さらに、第３期中期目標期間の後半において体制整備を行う重点研究領域の選定を

行い、体制整備のための準備を実施する。 

 

【２４】地域の持続的発展とグローバル化に貢献するために、第３期中期目標の全期間を通して、研

究活動の成果の学術雑誌への積極的投稿、国内及び国際会議・シンポジウムの企画・開催、国際

的な連携による共同研究の展開、一般向けの成果報告及び普及講演等を行い、研究成果の社会還

元と岩手大学の強みや特色に根ざした研究、地域課題解決のために進めている研究の国際認知度

の向上を実現する。 

 

・【24-1】前年度に実施した岩手大学研究力分析に基づき、研究成果の学術雑誌への投稿及び国際論文の

増加のための学内支援制度を検討し、実施する。また、引き続き、本学が主催する国内及び国際

会議・シンポジウム、一般向けの成果報告、普及講演等につながる研究に対する支援制度を検討

し、実施する。国際的な共同研究を推進するため、平成 28 年度に検討した教員長期海外渡航支援

制度を実施し、研究者ネットワークの構築を進める。国際共同研究の件数の増加に向けて、大学

間・学部間協定を結んだ大学や研究機関に対して岩手大学の研究シーズや研究戦略の情報提供を

行う。 

 

（２）研究実施体制等に関する目標を達成するための措置（２）研究実施体制等に関する目標を達成するための措置（２）研究実施体制等に関する目標を達成するための措置（２）研究実施体制等に関する目標を達成するための措置    

【２５】岩手大学の強み・特色となる学術研究や異分野融合研究を進めていくための研究推進体制を

整備する。これにあたり、平成 30 年度までに、科学研究費助成事業の獲得及び産学官連携に係る

総合的な研究支援を行う URA（リサーチ・アドミニストレーター）体制の整備、間接経費の効果

的活用制度を確立し、その後運用を行う。また、第３期中期目標期間を通じて、女性・若手・外

国人の新任教員に対する研究支援、教員の海外派遣・研究専念制度の活用、必要な研究機器・設

備の更新・充実による研究環境の向上等の支援を行い、さらに各種の研究支援方策について、実

績と効果の定量的評価を実施し、必要に応じて見直しを行う。これらに加え、岩手大学の強み・

特色となる学術研究のさらなる高度化のため、重点的に推進すべき研究領域を選定し、拠点形成

のための体制整備等必要な支援措置を行う。以上の研究推進体制の整備を踏まえ、科学研究費助

成事業の教員一人あたりの申請件数について、平成 29 年度までに１以上となることを実現し、そ

の後は、第３期中期目標期間終了までに、平成 29年度を基準として 10％増加を実現する。 

    

・【25-1】岩手大学の総合的な研究戦略を検討するための研究戦略部会を設置し、研究戦略及び重点研究

領域等の検討を行う。また、本学の中期財務見直しを踏まえ、効率的なＵＲＡ体制、間接経費の

効果的活用方策についてさらに検討し、必要な対応措置を実施する。さらに、前年度の研究支援

方策の実績と科学研究費助成事業の申請実績及び採択結果の評価を踏まえて各種研究支援制度を

改善し、支援を実施する。 

・【25-2】学内の既存の各種支援制度の実績、実施予定等及び平成 28 年度の検討実績を踏まえ、女性・

若手・外国人・新任教員に対する研究支援を継続して実施する。また、前年度に検討を行った教

員長期海外渡航支援制度を実施する。 
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・【25-3】前年度に引き続き、研究機器・設備の使用頻度、老朽化の状況等の調査を行い、研究設備のマ

スタープランを更新し、それを踏まえ、必要な研究機器・設備の更新・充実計画を立てる。 

 

３３３３    社会との連携や社会貢献及び地域を志向した教育・研究に関する目標社会との連携や社会貢献及び地域を志向した教育・研究に関する目標社会との連携や社会貢献及び地域を志向した教育・研究に関する目標社会との連携や社会貢献及び地域を志向した教育・研究に関する目標を達成するための措置を達成するための措置を達成するための措置を達成するための措置    

【２６】地域社会の活性化を先導するため、大学の知的資源を活用し、地域の団体と連携して生涯ス

ポーツの推進や市民の芸術活動の支援、ミュージアムを核とした学習の機会と場の提供など芸術

文化・スポーツ活動等を実施する。さらに、自治体等と連携した教員や学生の地域活動への参画

を推進する事業、地域企業等との連携による「ものづくりエンジニアリングファクトリー」など

で培われてきた学生の起業家精神を醸成するための取組等を実施する。これによって地域との連

携を強化し、連携する各種団体や企業、自治体等の地域のステークホルダーや、参画する教員や

学生の満足度を向上させる。  

    

・【26-1】平成 28 年度の検討結果を踏まえ、住民が生涯にわたりスポーツに親しめる環境整備に向けた

方策として、本学と岩手県内関係機関とのネットワーク構築を進め、総合型地域スポーツクラブ

の支援に取り組む。また、市民の芸術活動を促進させるため「いわて美術茶話」やニーズに沿っ

た「アートスクール」を試験的に実施し、併せて、生徒や市民に対する指導者講習会の開催等、

芸術活動の具体的な支援策を実施する。 

・【26-2】学生と地域との連携強化を進める取組の一環として、地域からの理解と協力を得るための情報

交換会、説明会、地方自治体、他大学との連携についての協議会を開催する。さらに、COC+の事

業と連携しながら、起業家育成のため学生を対象とした講演会、研修会を複数回開催する。加え

て、理工学部に設置された特別プログラムの活動レベルを向上させるための学外支援体制の整備

方策を検討し、実施する。 

 

【２７】地域創生の先導者を養成するために、地域と連携した社会人の学び直しプログラムである「い

わてアグリフロンティアスクール」、獣医師卒後教育及び防災リーダー育成などの継続と新たな

プログラムの開発、女性の活躍促進・能力育成事業の推進により、リカレント教育を拡充する。

これによって、リカレント教育のプログラムに参加する社会人を平成 27 年度比で第３期中期目標

期間終了時に 20％増加させ、満足度も向上させる。 

 

・【27-1】平成 28 年度に立案した、地域づくりをテーマとした社会人向けのキャリア・アッププログラ

ムを実施する。その上で、既存の社会人学び直しプログラムとの連携事業のモデル構築を進める。 

・【27-2】女性研究者・技術者の能力育成・活躍促進の地域への定着を意図し、女性研究者支援のための

ネットワーク組織を活用した共同研究支援やセミナー開催等の事業を継続的に実施する。併せて、

平成 28 年度に調査検討した地域女性を対象とした試行プログラムを実施し、プログラムに参加し

た受講者へのアンケートを行い、その結果の分析を行う。 

 

【２８】地域創生に貢献するために、平成 25 年度文部科学省新規重点補助事業である“いわて協創人

材育成＋地元定着”プロジェクト（COC 事業）及び平成 27 年度「地（知）の拠点大学による地方

創生推進事業」である、ふるさといわて創造プロジェクト（COC+事業）を第３期中期目標期間に

おいても全学的体制で継続実施する。COC 事業では引き続き「いわて協創人材」の育成を目指す

ために地域関連科目と課題解決型の実践的教育を充実させる等の取組を実施するとともに、特に

第３期中期目標期間においては地元定着を促進するため、地域社会との連携を一層強化する。こ

の取組により COC 事業終了時（平成 29 年度末）において、地域課題解決プログラム数を 30 程度

に、県内３大学連携インターンシップ参加学生数を 100 名程度に増やす。また、学生の地元定着

向上の成果として岩手県内就職率を事業終了までに 39％（平成 24 年度比５％アップ）を達成す

る。COC 事業で構築した教育プログラムは、COC 事業終了後も COC+事業を通して継続する。COC+

事業では「いわて協創人材」に加えて「ふるさといわて創造人材」を育成するために、COC+事業

協働機関と連携して地域に関する発展的科目を充実させるとともに、地域に関係する卒業研究数

を全体の 20％程度にする。また COC+事業期間中に岩手県内でのインターンシップ数を 240 人程度

に、県内就職率を 47％に増やすことを目標とした取組を進める。さらに、COC+事業終了後におけ

る発展的継承のあり方を、事業協働機関とともに検討してその方向性や内容を具体化し、平成 32

年度以降も引き続いて全学体制でこれを実施する。 

 

・【28-1】COC 事業で築いた地域志向教育の成果を検証し、次年度以降の継承の方針を策定する。 

・【28-2】COC+事業協働機関と連携して地域創生に資する人材を育成するための発展的教育プログラム 
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（いわて創造人材育成プログラム）を実施する。 

・【28-3】COC+事業協働機関との連携を一層強化しながら起業家人材育成のプログラム（いわてキボウス

ター開拓塾）を通年で実施する。 

・【28-4】陸前高田グローバルキャンパス事業岩手大学推進室を設置し、立教大学と陸前高田グローバル

キャンパスの共同運営を開始する。 

 

４４４４    その他の目標その他の目標その他の目標その他の目標を達成するための措置を達成するための措置を達成するための措置を達成するための措置 

（１）グローバル化に関する目標を達成するための措置（１）グローバル化に関する目標を達成するための措置（１）グローバル化に関する目標を達成するための措置（１）グローバル化に関する目標を達成するための措置    

【２９】グローバル教育カリキュラムマップを作成し、グローバルな視点を持った「いわて協創人材」

に求められる、外国語能力、交渉力、発想力、課題解決力を高める学部横断型教育プログラム

「IHATOVO グローバルコース」を開設する。また、プログラムの学修成果の記録、評価のための e

ポートフォリオシステムを整備し、成果の可視化を行う。さらに、「Global Mileage 制度」を導

入し、コースの履修成果だけでなく、学生の自主的な国際交流活動やグローバルな視点を取り入

れた地域活動等の授業以外の活動に対してもマイルの付与、及びマイルに対するインセンティブ

等を与える。これら、グローバルマインドの涵養を図ることを目的とした取組によって、多様な

グローバル教育プログラムへの参加率を全学生の 10％以上、Global Mileage の取得は全学生の

50％以上とする。（戦略性が高く意欲的な計画） 

 

・【29-1】学部横断型教育プログラム「IHATOVO グローバルコース」を実施する。併せて、同コースの学

修成果可視化のための e ポートフォリオシステム及びインセンティブとしての Global Mileage

システムの運用を開始する。 

 

【３０】岩手県内の自治体、企業、大学等をはじめ、国内外の行政機関、産業界、教育機関等の協力

を得ながら、学内外の教育研究資源を活用し、グローバルな視点からの課題解決型プログラムを

企画開発運営する。ここでは、これまで実施してきたエネルギー、防災、食に加え、観光、文化

遺産等の新たなテーマを取り上げた、地域課題設定型国際研修を国内外で企画実施する。また、

幼小中高大連携による、異文化理解、課題理解等を目的とする English Camp、多文化合同合宿、

多文化キッズキャンプ等の既存事業を継続するほか、県内の教育機関と連携した協働国際教育プ

ログラムを拡充する。これらにより、国内外での課題設定型国際研修プログラム数を第３期中期

目標期間中に延べ 10 件以上とする。 

 

・【30-1】これまでに構築した課題設定型国際研修の検証・改善を行う。また、国内での地域課題型国際

研修を新たに実施する。 

・【30-2】異文化理解、課題理解等を目的とする English Camp、多文化合同合宿、多文化キッズキャン

プ等の既存事業を継続する。また、岩手県内教育機関等と連携した協働国際教育プログラムの拡

充及び多言語多文化交流事業を実施する。 

 

【３１】全学のグローバル化を戦略的に推進するための横断型組織を形成してこれを学内に定着させ

るとともに、国際連携・国際交流に係る危機管理体制を構築する。また、地域と一体となったグ

ローバル人材育成ネットワークを形成し、その活動の場として地域に開かれた多言語・多文化交

流空間「Iwate University Global Village」を設置する。加えて、教職員の海外研修機会充実や

海外居住の留学生 OB との連携を強化し、国際交流支援コーディネーターも積極的に活用すること

で、人的資源を充実させる。この他、海外協定大学との協力や「UURR（大学・大学と地域・地域

の連携事業）プロジェクト」のさらなる推進により、国際的な産業・文化交流の発展に寄与する

グローバル人材の育成・活用を行う。以上の取組の成果として、グローバル人材ネットワークの

連携機関を 150 機関とし、また、海外留学期間通算３ヶ月以上の教職員を全職員の２割に増加し、

さらに、国際交流支援コーディネーターを第２期中期目標期間終了時の２倍に増加させる。 

  （※ UURR・・・University and University＋Region and Region） 

 

・【31-1】全学のグローバル化を戦略的に推進し、これを実質的に機能させるため、前年度に検討した結

果を反映し、国際連携戦略事業体制・組織の機能強化、広報・周知活動の積極的展開、危機管理

マニュアルの調整・定着等を行う。 

・【31-2】Iwate University Global Village 等を活用した地域との多言語多文化交流事業活動を実施す

る。また、本学の国際交流活動に対する協力者の拡充に向け、国際交流支援コーディネーターの

登用と活用、東・東南アジア諸国における留学生ＯＢ等との懇談会の開催、留学生ネットワーク
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の形成とその拠点構築を行う。 

・【31-3】国際連携室と各部局が協力し、また、海外協定校等と連携し、協定校教員を招聘したＦＤの強

化や研修の多様化等、平成 28 年度の実績を踏まえながら、教職員の国内外研修を継続展開する。 

・【31-4】岩手グローカル人材育成推進協議会の活動をとおして、トビタテ！留学 JAPAN 地域人材コース

のプログラム整備を行い、学生の海外派遣を実施する。また、前年度に策定した本学の国際連携

戦略アクションプランに沿った特色ある国際連携事業に対する促進制度の検討を行い、次年度計

画に反映する。 

 

（（（（２２２２）附属学校に関する目標を達成するための措置）附属学校に関する目標を達成するための措置）附属学校に関する目標を達成するための措置）附属学校に関する目標を達成するための措置    

【３２】地域創生を担う初等中等教育機関の教員養成実習校として機能するため、教育学部及び教職

大学院と連携・協力して実習カリキュラムを開発し導入する。これにあたっては、小規模・複式

教育に資する教育実習カリキュラムの開発や教職大学院における実習カリキュラムの確立等を行

う。 

 

・【32-1】小規模・複式教育の教育実習カリキュラムについて、卒業生や関係機関からの聴き取りや他大

学の状況調査等を行い、成果と課題を明らかにし、附属学校運営会議へ報告する。 

・【32-2】教職大学院と附属学校及び連携協力校とが連携し、教職大学院の実習を実施するとともに、２

年間の成果と課題を検証し、実習内容の見直しを行う。 

 

【３３】地域の初等中等教育機関を担う現職教員のための研修カリキュラム開発に向けて、教育学部

及び教職大学院と連携・協力して備えるべき資質や指導技術についての研究を進める。これら研

究成果を踏まえ、岩手県内の教育委員会等と連携した教員研修を実施する。カリキュラムの開発

にあたっては、岩手大学教育学部・教職大学院連携協議会を開催して岩手県内教育委員会等と協

議を重ね、教育に関する社会の要請を反映する。 

 

・【33-1】地域の初等中等教育機関を担う現職教員のための研究会・研修会のカリキュラム開発に向けて、

校内研究会や学校公開研究会の現状等について、平成 28 年度に設置した研究専門委員会が中心と

なって岩手県内及び全国の附属学校の状況を調査し、これを踏まえた研究会・研修会のカリキュ

ラム開発提言をまとめる。 

・【33-2】通常学級における特別支援教育に係る、学校内・学校外の連携の構築と活用の実践を行い、特

別支援教育セミナーをもって公表する。 

 

【３４】地域のモデル校として、多様な子どもたちを受け入れ、幼稚園、小学校、中学校という異校

種間の接続教育及び一貫教育のあり方や小学校の専科制について調査研究を行う。そのうえで、

附属学校の機能を強化するため学級数、入学定員の適正化を図り、教員の適正配置を計画し、実

施する。 

 

・【34-1】附属小・中学校において小中一貫教育のあり方を検討し、特定の教科等に特化した実施案を具

体的に策定する。また、附属小学校において教科を特定して専科教員を配置し、その教育的効果

と運用上の課題を明らかにし、地域に情報を提供する。 

・【34-2】附属学校の適正な学級数・入学定員数及び教員の適正配置について、平成 28 年度に構想した

改革案を踏まえ、附属学校運営会議が中心となって配置改善に着手する。また、附属中学校にお

いては、次年度からの学級定員改定を見据えて、入試の実施と校内体制を整備する。 

 

【３５】地域の教育的要請に応える取組として、理数教育、外国語教育、ICT 教育等を、優先的に進

めるべきテーマとし、それぞれの指導内容や指導方法について教育学部と附属学校の共同による

教育実践を中心とした先導的・実験的な研究を行う。さらに、これら共同研究の成果を、附属学

校の教育活動に具体化し、学校公開研究会で公開する他、各市町村における教員研修会等の講師

として附属学校教員を派遣する。 

 

・【35-1】前年度に設定した先導的・実験的な実践研究を継続して実施し、２年間の研究成果の中間まと

めを行う。その成果を教育学部プロジェクト推進支援事業報告会及び成果論文集等で公表する。 

 

ⅡⅡⅡⅡ    業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するためにとるべき措置業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するためにとるべき措置業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するためにとるべき措置業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するためにとるべき措置 

１１１１    組織運営の改善に関する目標を達成するための措置組織運営の改善に関する目標を達成するための措置組織運営の改善に関する目標を達成するための措置組織運営の改善に関する目標を達成するための措置    
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【３６】本学の戦略的・意欲的な大学運営に向けて、東日本大震災からの地域の復興推進、時代と地

域に即した教育研究組織の改革と教育研究の実施、地域の文化、産業等のグローバル化に対応し

た教育、地域を先導する新たな地域連携の仕組みの構築等、重点施策を明確に提示し、これに学

長裁量経費、学長裁量ポストを優先的に配分する。これにより、全学資源等の再配分や教育研究

組織等の再編成を戦略的に行い、国立大学法人評価や大学機関別認証評価等の第三者評価にて、

戦略的大学運営に関する適切な評価を得ながら、社会の変化に対応した機敏な大学運営を実施す

る。 

 

・【36-1】重点施策に対する学長裁量経費及び学長裁量ポストを優先的に配分する。また、大学運営にお

ける意思決定プロセスを明瞭化するために、全学委員会の統合・再編等を立案する。 

 

【３７】法人運営におけるガバナンス機能を高めるため、経営協議会、岩手県、岩手県教育委員会、

産業界等の外部有識者からの意見等を積極的に取り入れる。また、監事機能を強化し、監査結果

を大学の運営改善に適切に反映させる。これにあたっては、学長、理事、副学長と外部有識者と

の定期的な意見交換、学長、理事、副学長、学部長と監事との定期的な個別意見交換を毎年度実

施し、外部からの意見や監査結果等に基づく具体的対応のための検討過程及び策定した実施プラ

ンを提示する他、これまでの改善状況を報告する。 

 

・【37-1】経営協議会外部委員、岩手県、岩手県教育委員会、産業界等の外部有識者と学長等との意見交

換会を開催するなど、学外者からの意見を積極的に聴取する。 

・【37-2】学長・副学長会議が中心となり、監事機能とそのサポート体制の強化について四者協議会（大

学当局、監事、監査法人、監査室）で意見交換を行い、実施プランを提示する。 

 

【３８】国内外の優秀で多様な研究者を確保するため、国際公募及び年俸制の積極的活用とそれを支

える適切な業務評価を実施し、第３期中期目標期間終了時までに年俸制適用教員を 50 名以上に拡

充する。併せて、クロスアポイントメント制度を積極的に活用する。また、優秀な若手教員の確

保と教育研究の活性化に向けてのテニュアトラック制を導入し、若手教員数を 10％程度増加させ

る。 

 

・【38-1】平成 28 年度に実施した年俸制適用職員に係る業績評価結果を踏まえ、業績評価内容の見直し

の必要性、及び年俸制対象者の増加策について検討し、適宜実行する。また、テニュアトラック

制を適用した採用者に対し業績評価を実施し、メンターの配置等の自立した研究活動を可能とす

る環境整備について適切な運用が実施されているかを確認し、次年度以降の制度運用に反映させ

る。このほか、クロスアポイントメント制度の導入に向け、規程の整備について審議する。 

 

【３９】大学構成員のダイバーシティ（多様性）に配慮した働きやすい環境を構築するため、ダイバ

ーシティに関する意識形成、保育スペースやワーク・ライフ・バランス相談の利用状況を踏まえ

た同施設の利用環境向上や相談員の拡充等、ワーク・ライフ・バランスの実現を支援する制度及

び体制を拡充する。これにより、女性教員採用比率目標値を 20％程度とし、第３期中期目標期間

終了時に女性教員比率 16％を達成する。また、計画的な人事異動による多様で幅広い職務経験及

びダイバーシティに関する研修の充実による意識改革を進め、女性管理職の積極的な登用を図り、

第３期中期目標期間中に管理職への割合を 10％程度に拡充する。 

 

・【39-1】ワーク・ライフ・バランス実現を支援するため、学内保育所設置による環境整備を進める。ま

た、ダイバーシティに関する意識深化に向けた啓発を行う。 

・【39-2】女性教員採用・定着促進方策を改善し、部局ごとの採用目標・計画を策定する。また、女性教

員の積極的登用を図るため、研究力・マネジメント力等の向上支援方策を実施する。 

・【39-3】岩手大学事務職員の人材育成に関する指針に沿った人事異動を行うことにより、引き続き、職

員一人一人に多様で幅広い職務経験を積ませる。また、女性管理職の登用に向けた女性職員対象

の研修を、外部の研修を活用しつつ充実させる。 

 

２２２２    教育研究組織の見直しに関する目標教育研究組織の見直しに関する目標教育研究組織の見直しに関する目標教育研究組織の見直しに関する目標を達成するための措置を達成するための措置を達成するための措置を達成するための措置    

【４０】ミッション再定義等で明らかにした大学の強み、特色、社会的役割を強化する取組を進める

ために、大学院修士課程を一研究科に再編し、新たに地域創生にかかわる専攻を新設する。これ

らの機能強化事業により、学生やステークホルダーからの肯定的評価を得る。 
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・【40-1】平成 29 年度から開設する総合科学研究科及び各専攻において、地域社会の持続的発展に寄与

し、グローバル化時代に対応したイノベーション創出を担う人材育成のための教育を実施する。

また、それに対応した事務組織を立ち上げる。 

 

【４１】ミッション再定義等で明らかにした大学の強み、特色、社会的役割を強化する取組を進める

ための大学院修士課程の全学改組に連動し、工学研究科博士後期課程を理工学研究科へ改編する。

研究科の教育プログラムでは、特に国際化の観点から英語による講義科目や英語関連科目の開講

数、さらに、複数教員による指導回数を第２期中期目標期間の実績以上とすることで理工系人材

育成機能を強化し、科学技術イノベーション創出を実現できるグローバル人材を研究者、高度技

術者として国内外に輩出する。 

 

・【41-1】博士課程改組に関する各種調査、学内、研究科内等での組織改革や入学者選抜方法に関する検

討を踏まえ、工学研究科博士課程改組計画を策定し、設置を申請する。また、学士課程・修士課

程在学生に対する博士課程進学への意識付け、理工学専攻内グローバルコースの運用による意欲

ある学生の育成、キャリアパスプランの提示等の活動を展開する。さらに、留学生増加のための

方策の議論を踏まえ、必要な制度等の整備を順次進める。 

 

【４２】大学の枠を越えて全国６大学に設置されている農学分野の独立研究科博士課程のひとつであ

る本学の連合農学研究科を、全国規模で検討されている農学分野の大学院再編の動きを踏まえ、

専攻・連合講座を再編する。これにあたっては、構成大学における修士課程の教員配置も踏まえ

つつ、専攻・連合講座の枠を超えた研究者養成のための教育プログラムを開発する。これにより、

毎年実施する学生の自己評価アンケートでの科学英語力、科学コミュニケーション力等について

自覚的な向上がみられた学生の割合を過半数の水準で維持し、研究適応力を有する人材を社会に

輩出する。 

 

・【42-1】前年度作成した連合農学研究科の専攻・連合講座の再編案の骨子に沿って、教育カリキュラム、

シラバス、専攻・連合講座担当教員の配置を決定し、再編案を確定する。 

 

【４３】本学と東京農工大学との共同獣医学科が平成 29 年度に完成年度を迎えるに伴い、岐阜大学大

学院連合獣医学研究科（構成大学：帯広畜産大学、岩手大学、東京農工大学、岐阜大学）から、

本学と東京農工大学が独立し、平成 30 年度までに新たな共同専攻課程を組織する。これにあたっ

ては、構成２大学により新たな研究者養成の教育プログラムを開発し、新たな専攻・共同講座を

編成する。これにより、入学者の学位取得率を第２期中期目標期間の実績以上とする。 

 

・【43-1】東京農工大学との共同獣医学専攻を教育実施体制とする岩手大学大学院獣医学研究科の平成

30 年度設置に向けて学生募集に関わる諸事業を進め、平成 29 年度中に設置認可を受けた後は、

学生募集を開始し入学者選抜を行う。 

 

【４４】大学院における地域創生にかかわる新専攻と協働し、岩手大学のこれまでの三陸復興と地域

連携推進に係る体制と現存の教育研究施設（地域防災研究センター、平泉文化研究センター、三

陸水産研究センター等）における教育研究実施体制を一元化した、三陸復興・地域創生推進機構

を設置し、第２期中期目標期間に取り組んだ三陸復興事業及び地域連携事業を長期的に継承する

体制を整備する。これにより、地域への学生のインターンシップ、地域企業等との共同研究・受

託研究数を第２期中期目標期間終了時の実績より増やす。（戦略性が高く意欲的な計画） 

 

・【44-1】COC+事業が進める地域への学生のインターンシップや地域企業等との共同研究等の実施数増加

のために、震災復興から地域創生という新たなステージに向かう連携協定を、岩手県沿岸市町村

が連携している組織と締結する。また、三陸復興・地域創生推進機構の業務の充実を図るため、

岩手県との交流人事により岩手県職員を受け入れる。 

 

３３３３    事務等の効率化・合理化に関する目標を達成するための措置事務等の効率化・合理化に関する目標を達成するための措置事務等の効率化・合理化に関する目標を達成するための措置事務等の効率化・合理化に関する目標を達成するための措置    

【４５】大学運営に関わる事務業務の効率化・合理化を促進するため、これまでの取組やその成果を

踏まえ、業務マニュアルの導入による定型業務の標準化等、PDCA サイクルを通じた業務改善を恒

常的・継続的に実施する。 
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・【45-1】大学運営に関わる事務業務の効率化・合理化を促進するために、本学が中期財務見通しで提示

した方向性に沿って、事務改善委員会主導の下、人件費削減の取組を実施する。 

    

ⅢⅢⅢⅢ    財務内容の改善に関する目標を達成するためにとるべき措置財務内容の改善に関する目標を達成するためにとるべき措置財務内容の改善に関する目標を達成するためにとるべき措置財務内容の改善に関する目標を達成するためにとるべき措置 

１１１１    外部資金、その他の自己収入の増加に関する目標を達成するための措置外部資金、その他の自己収入の増加に関する目標を達成するための措置外部資金、その他の自己収入の増加に関する目標を達成するための措置外部資金、その他の自己収入の増加に関する目標を達成するための措置    

【４６】競争的研究資金や事業推進経費等の外部資金の獲得に向けて、具体案を策定し、学内組織の

連携の下に資金を獲得する。また、学生支援を含めた教育研究活動の向上のため、寄附金による

基金について、卒業生・同窓会、教職員や産業界等広く学内外への積極的な募金活動を持続的に

行い、第２期中期目標期間終了時基金額の３割以上を受け入れる。 

 

・【46-1】前年度に引き続き、外部資金の獲得につながる研究支援活動を継続するとともに、岩手大学に

おける中期財政見直しを踏まえ、効率的なＵＲＡ体制についてさらに検討する。また、前年度の

研究支援方策の実績を踏まえ、各種支援制度について必要に応じて見直しを行い、実施する。 

・【46-2】学生支援及び教育研究活動の向上策について基金の活用を検討し、順次実施する。 

 

２２２２    経費の抑制に関する目標を達成するための措置経費の抑制に関する目標を達成するための措置経費の抑制に関する目標を達成するための措置経費の抑制に関する目標を達成するための措置    

【４７】管理的経費に関するコスト削減を図るため、学内業務の効率化及び資源の適正配分を進める

と共に、調達手法等の改善を図る。これにより管理的経費を平成 27 年度比で第３期中期目標期間

終了時に６％を削減する。 

 

・【47-1】平成 28 年度に実施した管理的経費に関する調達手法等の分析結果に基づき、一括契約や複数

年契約の促進等、経費削減となる改善策の実施具体案について検討し、対応可能なものから順次

実施する。 

 

３３３３    資産の運用管理の改善に関する目標を達成するための措置資産の運用管理の改善に関する目標を達成するための措置資産の運用管理の改善に関する目標を達成するための措置資産の運用管理の改善に関する目標を達成するための措置    

【４８】保有資産を有効に活用するため、留学生の増加等のニーズへの対応も含めた弾力的な運営方

策を策定し、利用状況を定期的に把握しつつ高い稼働率を維持するほか、教育研究設備の共同利

用化・集約化を行う。また、保有資金の運用計画を策定するとともに、収支見込みや金利情勢を

適切に把握したうえで効果的に運用する。 

    

・【48-1】職員宿舎について、高い稼働率を維持するため、平成 28 年度に検討した職員宿舎運営方策に

基づく職員宿舎修繕等計画を策定する。また、従来、金融商品で運用していた保有資金について、

職員宿舎修繕等計画等の学内事業への資金活用を検討した上で、同計画に順次着手する。 

・【48-2】前年度に調査した結果を踏まえ、学内の研究機器・設備のうち、共同利用化、管理の集約化が

可能なものについて、より広い共同利用を進めていくために必要な具体的な運用ルールを整備し、

全学共有機器として管理、運用を行う。 

 

ⅣⅣⅣⅣ    自己点検・評価及び当該状況に係る情報の提供に関する目標を達成するた自己点検・評価及び当該状況に係る情報の提供に関する目標を達成するた自己点検・評価及び当該状況に係る情報の提供に関する目標を達成するた自己点検・評価及び当該状況に係る情報の提供に関する目標を達成するためにとるべき措置めにとるべき措置めにとるべき措置めにとるべき措置 

１１１１    評価の充実に関する目標を達成するための措置評価の充実に関する目標を達成するための措置評価の充実に関する目標を達成するための措置評価の充実に関する目標を達成するための措置    

【４９】評価室が中心となり、第３期中期目標期間における機能強化も含めた岩手大学の取組につい

て、進捗・評価指標の設定、進捗に関するデータ収集、学内評価の実施とその報告の作成、評価

結果を踏まえた次年度計画の策定等、IR 的手法を活用しながら点検評価を行う。また、これらの

取組と評価・改善結果を反映させ、平成 32 年までに教育に関する大学機関別認証評価を受審する。

こうした点検評価の取組とあいまって進捗した大学の機能強化の状況について、第三者評価機関

から機能強化に関する適正な評価や大学としての適格認定を得る。 

    

・【49-1】前年度に設定した進捗・評価指標に基づき、第３期中期目標期間開始時の状況を把握する。 

また、平成 29年度年度計画の年間スケジュールを活用した点検評価を行う。 

・【49-2】大学機関別認証評価の受審に向けた評価体制を整備する。 

 

２２２２    情報公開や情報発信等の推進に関する目標を達成するための措置情報公開や情報発信等の推進に関する目標を達成するための措置情報公開や情報発信等の推進に関する目標を達成するための措置情報公開や情報発信等の推進に関する目標を達成するための措置    

【５０】大学の機能強化をはじめとする特色ある取組やその成果を国内外に情報発信するため、情報

発信の日英二言語による広報の推進、大学の特色ある取組情報の発信の強化、卒業生・保護者・

地域社会等本学ステークホルダーに焦点を当てた情報発信の強化、一般市民向けの研究成果発表
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会の開催等を図書館や SNS 等を利用して実施する。 

    

・【50-1】平成 28 年度に見直した「岩手大学広報方針」を踏まえ、広報活動についての行動計画を策定

し、広報室と各部局の役割を明確化する。 

・【50-2】ホームページ及び大学広報誌に掲載する記事について、分かりやすく親しみやすい記事の作成

という観点から、編集作業等に学生の参画を進める。 

 

ⅤⅤⅤⅤ    その他業務運営に関する重要目標を達成するためにとるべき措その他業務運営に関する重要目標を達成するためにとるべき措その他業務運営に関する重要目標を達成するためにとるべき措その他業務運営に関する重要目標を達成するためにとるべき措置置置置 

 １１１１    施設設備の整備・活用等に関する目標を達成するための措置施設設備の整備・活用等に関する目標を達成するための措置施設設備の整備・活用等に関する目標を達成するための措置施設設備の整備・活用等に関する目標を達成するための措置    

【５１】学長主導の施設マネジメントの下、「岩手大学施設整備基本計画」に基づき老朽施設等改修

による老朽化対策、「施設予防保全計画」に基づき既存施設への高効率型の照明器具（LED 化）

・空調機器等の設置による省エネルギー対策、経年使用の設備機器等更新による維持保全、共用

スペース等の教育研究環境の改善整備を行う。また、機能強化のための教育研究組織の改組に対

応した施設の再配分・整備を行う。 

    

・【51-1】施設整備基本計画及び施設予防保全計画を踏まえ、優先度の高いものから重点的に施設の老朽

改善及び基幹・環境整備等の施設整備と予防保全を実施する。 

 

【５２】情報システム整備に関するマスタープランを平成 29 年度までに策定し、上田キャンパス全て

の教室に無線 LAN の接続環境を配置する等、ユビキタスネットワークを構築する。また、仮想化

基盤を含む情報基盤を整備・更新することにより、仮想端末のレスポンスを向上させる。 

    

・【52-1】事務用仮想端末のレスポンスの改善度合を検証する。また、情報システム整備に関するマスタ

ープランとロードマップを作成する。 

 

 ２２２２    安全管理安全管理安全管理安全管理に関する目標を達成するための措置に関する目標を達成するための措置に関する目標を達成するための措置に関する目標を達成するための措置    

【５３】化学薬品等の学内の危険・有害物について、管理・使用上のリスクを低減するために、既存

のマニュアル等の見直しと必要な改定を平成 30 年度までに行う。また、平成 31 年度以降、改定

したマニュアル等に従った安全教育と実地訓練を行う。 

    

・【53-1】平成 28 年度にリストアップした学内の危険・有害物とそれが関係する事故のリスクの評価を

行い、そのリスク低減のために平成 30年度に立案する低減対策の優先順位を決定する。 

 

【５４】教職員の心身の健康に影響を与えるストレス等について調査分析を行い、対策を講じてその

低減を図る。また、心身の疾病予防の啓発教育を行い、各種健康診断の受診率を向上させる。 

    

・【54-1】平成 28年度の分析結果に基づき、心身の健康に影響を与える有害因子の低減対策を提言する。

また、定期健康診断の受診率向上を目指し、心身の疾病予防における自己管理（セルフコントロ

ール）の重要性を啓発するプログラムを構築する。 

 

３３３３    法令遵守に関する目標を達成するための措置法令遵守に関する目標を達成するための措置法令遵守に関する目標を達成するための措置法令遵守に関する目標を達成するための措置    

【５５】法令遵守と危機管理を徹底・強化した法人運営を行うため、教職員及び学生の全般的法令遵

守（コンプライアンス）の徹底、公正な研究活動や経費執行のための研修等の定期的開催、危機

管理体制機能の充実・普及等に取り組み、第３期中期目標期間における法令違反事例を第２期中

期目標期間以下とする。 

    

・【55-1】教職員及び学生の全般的法令遵守（コンプライアンス）の徹底、公正な研究活動や経費執行の

ための研修等の定期的開催、危機管理体制機能の充実・普及等に取り組む。また、前年度におけ

るコンプライアンス徹底の実施状況を踏まえ、必要に応じて改善を行う。 

 

【５６】情報セキュリティの強化を目標とし、情報セキュリティインシデント・脆弱性への脅威に対

応する体制及び情報基盤の整備・強化等に取り組む。また、情報セキュリティに関するガイドラ

インの見直しを図った上で、セキュリティポリシーを構成員に周知・徹底し、その妥当性の検証

を含め、PDCA サイクルを確立する。 
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・【56-1】情報セキュリティインシデント・脆弱性への対応も念頭に置いた情報基盤の整備・強化等の一

環として、学内 LAN システムの更新を行う。これに併せて本学における情報セキュリティインシ

デントに対応する CSIRT（Computer Security Incident Response Team）の運用見直しを行う。 

 

                                                                          

ⅥⅥⅥⅥ    予算（人件費の見積りを含む。）、収支計画及び資金計画予算（人件費の見積りを含む。）、収支計画及び資金計画予算（人件費の見積りを含む。）、収支計画及び資金計画予算（人件費の見積りを含む。）、収支計画及び資金計画 

        別紙参照 

 

 

ⅦⅦⅦⅦ    短期借入金の限度額短期借入金の限度額短期借入金の限度額短期借入金の限度額 

    １１１１    短期借入金の限度額短期借入金の限度額短期借入金の限度額短期借入金の限度額 

    １，６９５，７４１千円 

 

    ２２２２    想定される理由想定される理由想定される理由想定される理由 

    運営費交付金の受け入れ遅延及び事故の発生等により緊急に必要となる対策費として借り入れるこ

とが相当されるため。 

 

 

ⅧⅧⅧⅧ    重要な財産を譲渡し、重要な財産を譲渡し、重要な財産を譲渡し、重要な財産を譲渡し、又は担保に又は担保に又は担保に又は担保に供する供する供する供する計画計画計画計画    

    １１１１    重要な財産を譲渡する計画重要な財産を譲渡する計画重要な財産を譲渡する計画重要な財産を譲渡する計画 

該当なし 

 

    ２２２２    重要な財産を担保に供する計画重要な財産を担保に供する計画重要な財産を担保に供する計画重要な財産を担保に供する計画 

    該当なし 

 

 

ⅨⅨⅨⅨ    剰余金の使途剰余金の使途剰余金の使途剰余金の使途 

 毎事業年度の決算において剰余金が発生した場合は、その全部又は一部を、文部科学大臣の承認を受け

て、教育研究の質の向上、環境整備及び組織運営の改善に充てる。 

 

 

ⅩⅩⅩⅩ    その他その他その他その他     

    １１１１    施設・設備に関する計画施設・設備に関する計画施設・設備に関する計画施設・設備に関する計画                                              

                                                                                               （単位 百万円）    

 

 

 

 

 

 

 

 

  

施設・設備の内容 予 定 額 財        源 
 

 

 

 

 

 

 

 

（巣子）総合研究棟（農学系） 

（電気設備）、 

小規模改修 

 

 

総額 

    １０４ 

 

 

 

 

 

施設整備費補助金     （７６） 

 

（独）大学改革支援・学位授与機構施

設費交付金         

（２８） 

 

  注）金額は見込みであり、上記のほか、業務の実施状況等を勘案した施設・設備の整備や、老朽 

   度合い等を勘案した施設・設備の改修等が追加されることもあり得る。 

 

 

    ２２２２    人事に関する計画人事に関する計画人事に関する計画人事に関する計画 

（１）平成 28 年度に実施した年俸制適用職員に係る業績評価結果を踏まえ、業績評価内容の見直しの必

要性、及び年俸制対象者の増加策について検討し、適宜実行する。また、テニュアトラック制を適

用した採用者に対し業績評価を実施し、メンターの配置等の自立した研究活動を可能とする環境整

備について適切な運用が実施されているかを確認し、次年度以降の制度運用に反映させる。このほ

か、クロスアポイントメント制度の導入に向け、規程の整備について審議する。 

（２）ワーク・ライフ・バランス実現を支援するため、学内保育所設置による環境整備を進める。また、

ダイバーシティに関する意識深化に向けた啓発を行う。 

（３）女性教員採用・定着促進方策を改善し、部局ごとの採用目標・計画を策定する。また、女性教員

の積極的登用を図るため、研究力・マネジメント力等の向上支援方策を実施する。 
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（４）岩手大学事務職員の人材育成に関する指針に沿った人事異動を行うことにより、引き続き、職員

一人一人に多様で幅広い職務経験を積ませる。また、女性管理職の登用に向けた女性職員対象の研

修を、外部の研修を活用しつつ充実させる。 

 

 

（参考１）平成２９年度の常勤職員数  ７４１人 

        また、任期付き職員数見込みを ４３人とする。 

（参考２）平成２９年度の人件費総額見込み  ７，４９７百万円 
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（別紙）（別紙）（別紙）（別紙）予算予算予算予算（人件費の見積りを含む。）（人件費の見積りを含む。）（人件費の見積りを含む。）（人件費の見積りを含む。）、収支計画及び資金計画、収支計画及び資金計画、収支計画及び資金計画、収支計画及び資金計画                                      
 

                                                                                                                             

 １．予１．予１．予１．予    算算算算                                                                                   

                                                                                                 

平成２９年度平成２９年度平成２９年度平成２９年度        予予予予    算算算算 

                                                                                     （単位：百万円）      

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

区  分 
 

 

金  額 
   

    

   

    

   

    

   

    

   

    

   

    

   

    

   

    

   

   

   

  

   

    

   

    

   

    

    
 

 

収入 

運営費交付金 

施設整備費補助金 

補助金等収入 

  大学改革支援・学位授与機構施設費交付金 

  自己収入 

    授業料、入学金及び検定料収入 

    財産処分収入 

    雑収入 

 産学連携等研究収入及び寄附金収入等 

  長期借入金収入 

  目的積立金等取崩 

計 
 

 

                   

         ７，０２８ 

                         ７６ 

                             ２６３ 

            ２８ 

                  ３，７５５ 

                  ３，４１７ 

                 ５５ 

                ２８３ 

                 ８８９ 

                        ０ 

                            １０１ 

              １２，１４０      

 

支出 

  業務費 

    教育研究経費 

   施設整備費 

   補助金等 

  産学連携等研究経費及び寄附金事業費等 

  長期借入金償還金 

計 

 

            

           １０，８４３ 

              １０，８４３ 

                    １０４ 

            ２６３ 

                  ８８９ 

                     ４１ 

           １２，１４０       

 「運営費交付金」のうち、当年度当初予算額６，８９３百万、前年度よりの繰越額のうち使用見込額 
 １３５百万円 
  「財産処分収入」のうち、前年度よりの繰越額のうち使用見込額５５百万円 
  「産学連携等研究収入及び寄付金収入等」のうち当年度予算額７７４百万円、前年度よりの繰越額の 

うち使用見込額１１５百万円 
                                                                                                 
［人件費の見積り]                                                                               

期間中総額 ６，９３６百万円を支出する。（退職手当は除く）。                                  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 - 17 - 

 

 ２．収支計画２．収支計画２．収支計画２．収支計画                                                                                   

                                                                                                 

 平成２９年度平成２９年度平成２９年度平成２９年度        収支計画収支計画収支計画収支計画  

                                        （単位：百万円）      

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

    
    
    
    
    
    
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

区  分 
 

 

金  額 
     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

      

     

     

     

      

     

     

      

     

     

     

     

     

     

     

      

     

      

     

     

      

     
 
 
 
 
 

 

費用の部 

  経常費用 

業務費 

教育研究経費 

受託研究費等 

役員人件費 

教員人件費 

職員人件費 

一般管理費 

財務費用 

雑損 

減価償却費 

臨時損失 

 

収益の部 

経常収益 

運営費交付金収益 

授業料収益 

入学金収益 

検定料収益 

受託研究等収益 

補助金等収益 

    寄附金収益 

  財務収益 

    雑益 

    資産見返負債戻入 

臨時利益 

純利益 

目的積立金等取崩益 

総利益 
 

 

 

              １２，２１６ 

              １０，３５７ 

                ２，０８７ 

                    ７７４ 

                   ８９ 

               ５，２４７ 

               ２，１６０ 

                    ８８１ 

                       ２ 

                        ０ 

                  ９７６ 

                        ０ 

 

 

              １２，２１６ 

               ６，６１１ 

                   ２，７５０ 

                  ４１３ 

                     ６９ 

                  ７７４ 

           ２５０ 

                      １１０ 

               １ 

                      ２８２ 
                    ８５５ 

                      ０ 

                       ０ 

                    １０１ 

                        ０     
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 ３．資金計画３．資金計画３．資金計画３．資金計画                                                                                   

                                                                                                 

平成２９年度平成２９年度平成２９年度平成２９年度        資金計画資金計画資金計画資金計画 

                                        （単位：百万円）      

    
    
    
    
    
    
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

区  分 
 

 

金  額 
       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

      

  

       

       

       

      

  

       

       

       

       

       

       
 
 
 

 

資金支出 

  業務活動による支出 

  投資活動による支出 

  財務活動による支出 

  翌年度への繰越金 

 

資金収入 

  業務活動による収入 

    運営費交付金による収入 

    授業料、入学金及び検定料による収入 

    受託研究等収入 

補助金等収入 

    寄附金収入 

その他の収入 

投資活動による収入 

施設費による収入 

    その他の収入 

  財務活動による収入 

  前年度よりの繰越金   
 

 

           １２，６７８ 

              １１，３１０ 

           ７７９ 

                        ４１ 

                    ５４８ 

 

              １２，６７８ 

              １１，７４５ 

               ６，８９３ 

                 ３，４１７ 

                  ７７４ 

                  ２６３ 

                  １１５ 

                    ２８３ 

                    １０４  

                    １０４ 

                        ０ 

                        ０ 

                        ８２９        
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別表（学部の学科、研究科の専攻等）別表（学部の学科、研究科の専攻等）別表（学部の学科、研究科の専攻等）別表（学部の学科、研究科の専攻等）                                                           

                                                                                         

 
 

 人文社会科学部人文社会科学部人文社会科学部人文社会科学部 

 

 

 

 

 

 

 

 教育学部教育学部教育学部教育学部 
 

 

 

 

理工学部理工学部理工学部理工学部 

 
 

 

工学部工学部工学部工学部                        （H28 募集停止） 

 

 

 

 

 

 

農学部農学部農学部農学部 
 
 
 
 
 
 
 

 人間科学課程人間科学課程人間科学課程人間科学課程                                                     ８８８８０人０人０人０人（H28 募集停止） 

 国際文化課程国際文化課程国際文化課程国際文化課程                                               １５０１５０１５０１５０人人人人（H28 募集停止） 

 法学・経済課程法学・経済課程法学・経済課程法学・経済課程                                           １４０１４０１４０１４０人人人人（H28 募集停止） 

 環境科学課程環境科学課程環境科学課程環境科学課程                                                 ６６６６０人０人０人０人（H28 募集停止）    

 人間文化課程人間文化課程人間文化課程人間文化課程                                                 ２５０２５０２５０２５０人人人人 
 地域政策課程地域政策課程地域政策課程地域政策課程                                                 １５０１５０１５０１５０人人人人 

 ３年次編入３年次編入３年次編入３年次編入                                                 ２０人２０人２０人２０人 

 

生涯教育課程生涯教育課程生涯教育課程生涯教育課程                                                            １１１１０００００人０人０人０人（H28 募集停止） 

芸術文化課程芸術文化課程芸術文化課程芸術文化課程                                                                ８８８８０人０人０人０人（H28 募集停止）    

学校教育教員養成課程学校教育教員養成課程学校教育教員養成課程学校教育教員養成課程                                    ６４０人６４０人６４０人６４０人    

                                    （うち教員養成に係る（うち教員養成に係る（うち教員養成に係る（うち教員養成に係る分野分野分野分野    ６４０人）６４０人）６４０人）６４０人） 

    

化学・生命理工学科化学・生命理工学科化学・生命理工学科化学・生命理工学科                                        １８１８１８１８０人０人０人０人    

    物理・材料理工学科物理・材料理工学科物理・材料理工学科物理・材料理工学科                                        １６１６１６１６０人０人０人０人    

    システム創成工学科システム創成工学科システム創成工学科システム創成工学科                                        ５４５４５４５４０人０人０人０人 

    

    応用化学・生命工学科応用化学・生命工学科応用化学・生命工学科応用化学・生命工学科                                    １５０１５０１５０１５０人人人人（H28 募集停止）    

    マテリアル工学科マテリアル工学科マテリアル工学科マテリアル工学科                                            １２０１２０１２０１２０人人人人（H28 募集停止） 

    電気電子電気電子電気電子電気電子・情報システム工学科・情報システム工学科・情報システム工学科・情報システム工学科                    ２４０２４０２４０２４０人人人人（H28 募集停止） 

    機械システム工学科機械システム工学科機械システム工学科機械システム工学科                                        １６０１６０１６０１６０人人人人（H28 募集停止） 

    社会環境工学科社会環境工学科社会環境工学科社会環境工学科                                                １１１１３０３０３０３０人人人人（H28 募集停止） 

    ３年次編入３年次編入３年次編入３年次編入                                                                            ４０人４０人４０人４０人    

 

    農学生命課程農学生命課程農学生命課程農学生命課程                                                    １１１１１０１０１０１０人人人人（H28 募集停止） 

    応用生物化学課程応用生物化学課程応用生物化学課程応用生物化学課程                                                ８０８０８０８０人人人人（H28 募集停止） 

    共生環境課程共生環境課程共生環境課程共生環境課程                                                            １１０１１０１１０１１０人人人人（H28 募集停止） 

    動物科学課程動物科学課程動物科学課程動物科学課程                                                                ６０６０６０６０人人人人（H28 募集停止）    

    植物生命科学科植物生命科学科植物生命科学科植物生命科学科                                                    ８８８８０人０人０人０人    

    応用生物応用生物応用生物応用生物化化化化学科学科学科学科                                                    ８８８８０人０人０人０人    

    森林科学科森林科学科森林科学科森林科学科                                                            ６６６６０人０人０人０人    

    食料生産環境学科食料生産環境学科食料生産環境学科食料生産環境学科                                            １２１２１２１２０人０人０人０人    

    動物科学科動物科学科動物科学科動物科学科                                                            ６６６６０人０人０人０人 

    共同獣医学科共同獣医学科共同獣医学科共同獣医学科                                             １１１１８８８８０人０人０人０人 

              （うち獣医師養成に係る（うち獣医師養成に係る（うち獣医師養成に係る（うち獣医師養成に係る分野分野分野分野    １１１１８８８８０人０人０人０人）））） 

３年次編入３年次編入３年次編入３年次編入                                                 １０人１０人１０人１０人 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

総合科学総合科学総合科学総合科学研究科研究科研究科研究科 
 

 

 

 

 

 

 

 

 人文社会科学研究科人文社会科学研究科人文社会科学研究科人文社会科学研究科（H29 募集停止） 

 

 

 

 

 

 

教育学研究科教育学研究科教育学研究科教育学研究科 

 

 地域創生専攻地域創生専攻地域創生専攻地域創生専攻                                                        ５４５４５４５４人人人人    

                                                （うち修士課程（うち修士課程（うち修士課程（うち修士課程        ５４５４５４５４人）人）人）人）    

総合文化学専攻総合文化学専攻総合文化学専攻総合文化学専攻                                                    １１１１０人０人０人０人    

                                                （うち修士課程（うち修士課程（うち修士課程（うち修士課程            １１１１０人）０人）０人）０人）    

    理工学専攻理工学専攻理工学専攻理工学専攻                                                        １８１８１８１８００００人人人人    

                                                （うち修士課程（うち修士課程（うち修士課程（うち修士課程    １８１８１８１８０人）０人）０人）０人）    

    農学専攻農学専攻農学専攻農学専攻                                                                ５５５５００００人人人人    

                                                （うち修士課程（うち修士課程（うち修士課程（うち修士課程        ５５５５００００人）人）人）人）    

    

 人間科学専攻人間科学専攻人間科学専攻人間科学専攻                                                                            ８８８８人人人人            

（（（（うち修士課程うち修士課程うち修士課程うち修士課程                ８８８８人人人人（H29 募集停止）））））    

    国際文化学専攻国際文化学専攻国際文化学専攻国際文化学専攻                                                            ４４４４人人人人    

（うち修士課程（うち修士課程（うち修士課程（うち修士課程                ４４４４人人人人（H29 募集停止））））） 

    社会・環境システム専攻社会・環境システム専攻社会・環境システム専攻社会・環境システム専攻                                                        ４４４４人人人人    

（うち修士課程（うち修士課程（うち修士課程（うち修士課程                ４４４４人人人人（H29 募集停止））））） 

 

    教職実践専攻教職実践専攻教職実践専攻教職実践専攻                                                                                                    ３２３２３２３２人人人人    

（うち専門職学位課程（うち専門職学位課程（うち専門職学位課程（うち専門職学位課程    ３２３２３２３２人）人）人）人） 
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工学研究科工学研究科工学研究科工学研究科 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 農学研究科農学研究科農学研究科農学研究科                （H29 募集停止） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 連合農学研究科連合農学研究科連合農学研究科連合農学研究科 

 

 
 

        

応用化学・生命工学専攻応用化学・生命工学専攻応用化学・生命工学専攻応用化学・生命工学専攻                                            ２５２５２５２５人人人人        

((((うち博士前期課程うち博士前期課程うち博士前期課程うち博士前期課程    ２５２５２５２５人人人人（H29 募集停止））））） 

    フロンティア材料機能工学専攻フロンティア材料機能工学専攻フロンティア材料機能工学専攻フロンティア材料機能工学専攻                        ３３３３０人０人０人０人     

                             ((((うち博士前期課程うち博士前期課程うち博士前期課程うち博士前期課程    ３３３３０人０人０人０人（H29 募集停止））））） 

    電気電子・情報システム工学専攻電気電子・情報システム工学専攻電気電子・情報システム工学専攻電気電子・情報システム工学専攻                                    ５５５５２人２人２人２人     

                       うち博士前期課程うち博士前期課程うち博士前期課程うち博士前期課程    ４４４４０人０人０人０人（H29 募集停止） 

                                    博士後期課程博士後期課程博士後期課程博士後期課程        ８人８人８人８人（H29 募集停止）    

                               博士博士博士博士課程課程課程課程        ４４４４人人人人 

    機械システム工学専攻機械システム工学専攻機械システム工学専攻機械システム工学専攻                                                ３３３３０人０人０人０人        

（うち博士前期課程（うち博士前期課程（うち博士前期課程（うち博士前期課程    ３３３３０人０人０人０人（H29 募集停止）））））    

 社会環境工学専攻社会環境工学専攻社会環境工学専攻社会環境工学専攻                                                     ２２２２０人０人０人０人        

（うち博士前期課程（うち博士前期課程（うち博士前期課程（うち博士前期課程 ２２２２０人０人０人０人（H29 募集停止））））） 

 デザイン・メディア工学専攻デザイン・メディア工学専攻デザイン・メディア工学専攻デザイン・メディア工学専攻             １１１１９人９人９人９人     

                       うち博士前期課程うち博士前期課程うち博士前期課程うち博士前期課程 １１１１０人０人０人０人（H29 募集停止） 

                                    博士後期課程博士後期課程博士後期課程博士後期課程        ６人６人６人６人（H29 募集停止） 
博士課程博士課程博士課程博士課程     ３３３３人人人人 

 金型・鋳造工学専攻金型・鋳造工学専攻金型・鋳造工学専攻金型・鋳造工学専攻                                                                            １１１１０人０人０人０人        

（うち博士前期課程（うち博士前期課程（うち博士前期課程（うち博士前期課程 １１１１０人０人０人０人（H29 募集停止））））） 

 フロンティア物質機能工学専攻フロンティア物質機能工学専攻フロンティア物質機能工学専攻フロンティア物質機能工学専攻         ２７２７２７２７人人人人        

うち博士後期課程うち博士後期課程うち博士後期課程うち博士後期課程    １８人１８人１８人１８人（H29 募集停止） 

                                                                                博博博博士課程士課程士課程士課程   ９人９人９人９人 

 機械・社会環境システム工学専攻機械・社会環境システム工学専攻機械・社会環境システム工学専攻機械・社会環境システム工学専攻           １２人１２人１２人１２人     

                       うち博士うち博士うち博士うち博士後期後期後期後期課程課程課程課程     ８８８８人人人人（H29 募集停止） 
                                         博士課程博士課程博士課程博士課程   ４人４人４人４人 
 
 農学生命専攻農学生命専攻農学生命専攻農学生命専攻                                               ２２２２０人０人０人０人     

（うち修士課程（うち修士課程（うち修士課程（うち修士課程 ２２２２０人０人０人０人（H29 募集停止））））） 

 応用生物化学専攻応用生物化学専攻応用生物化学専攻応用生物化学専攻                                 １５１５１５１５人人人人     
（うち修士課程（うち修士課程（うち修士課程（うち修士課程 １５１５１５１５人人人人（H29 募集停止））））） 

共生環境専攻共生環境専攻共生環境専攻共生環境専攻                                                        １６１６１６１６人人人人     

（うち修士課程（うち修士課程（うち修士課程（うち修士課程    １６１６１６１６人人人人（H29 募集停止）））））    

    動物科学専攻動物科学専攻動物科学専攻動物科学専攻                                                            ８８８８人人人人        

（うち修士課程（うち修士課程（うち修士課程（うち修士課程        ８８８８人人人人（H29 募集停止））））） 

    バイオフロンティア専攻バイオフロンティア専攻バイオフロンティア専攻バイオフロンティア専攻                                                        ８８８８人人人人        

（うち修士課程（うち修士課程（うち修士課程（うち修士課程        ８８８８人人人人（H29 募集停止））））） 

 

 生物生産科学専攻生物生産科学専攻生物生産科学専攻生物生産科学専攻                                     ２４人２４人２４人２４人     
（うち博士課程（うち博士課程（うち博士課程（うち博士課程 ２４人）２４人）２４人）２４人） 

 生物資源科学専攻生物資源科学専攻生物資源科学専攻生物資源科学専攻                                   ３０人３０人３０人３０人     
（うち博士課程（うち博士課程（うち博士課程（うち博士課程 ３０人）３０人）３０人）３０人） 

 寒冷圏生命システム学専攻寒冷圏生命システム学専攻寒冷圏生命システム学専攻寒冷圏生命システム学専攻                         １８人１８人１８人１８人     
（うち博士課程（うち博士課程（うち博士課程（うち博士課程 １８人）１８人）１８人）１８人） 

 生物環境科学専攻生物環境科学専攻生物環境科学専攻生物環境科学専攻                                     ２４人２４人２４人２４人     
（うち博士課程（うち博士課程（うち博士課程（うち博士課程 ２４人）２４人）２４人）２４人） 

 

 

 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 附属幼稚園附属幼稚園附属幼稚園附属幼稚園 
 １１６人１１６人１１６人１１６人 

   学級数学級数学級数学級数        ５５５５ 

 附属小学校附属小学校附属小学校附属小学校 
 ６６６６２４２４２４２４人人人人 

   学級数学級数学級数学級数    ２１２１２１２１ 

 附属中学校附属中学校附属中学校附属中学校 
 ４８０人４８０人４８０人４８０人 

   学級数学級数学級数学級数    １２１２１２１２ 

 附属特別支援学校附属特別支援学校附属特別支援学校附属特別支援学校 
     ６０人６０人６０人６０人 

   学級数学級数学級数学級数        ９９９９ 

 


